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要約
自家用車を用いて家族や知人により送迎される自然発生的な未組織の交通サービスを「自
動車同乗jと定義する。公共交通が不使な人口低密度地域に居住する高齢者のモピリテイ
確保は、この「自動車同乗Jに強く依存し、また相手の都合により外出行動が決定される
という、極めて不安定な状況におかれている。
わが国では英国のようにボランテイア等による「自動車同乗」の制度が全くなく、今後
どの様な政策的な方向を求めるべきかはこれからである。本研究では、この「自動車同乗j
の基礎的研究として、高齢者とその家族を対象としたアンケート調査により「自動車問乗」
の実態把握とその構造を把握することを目的とした。
その結果、①「自動車同乗」の8割が家族間で行われていること、またその多くが子供
に依存していることが分かった。②「自動車同乗Jの成立する条件をドライパーである供
給側と利用側の関係から分類すると便乗型、当然型、調整型に分けることができ、家族の
つながりが強い場合は当然型や調整型で自分の目的地に合わせてもらう空間が一致しない
傾向が著しいこと。しかし、知人の場合は相手の目的地に合わせた空間が一致する便乗型
が強いことが分かった。
以上から、自動車同乗については家族依存型が強く相手に会わせるという時間的・空間
的制約の中での外出行動のため、極めて不安定な供給形態であり必ずしも十分ではなく、今
後新しい送迎サービスなどの、補完的仕組みも合わせて必要であることが改めて重要であ
ると認識された。
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1.研究の背景と目的
わが国の高齢者のモビリテイ確保は欧米に比べ
てその整備が遅れており、自治体主導で運行され
ているコミュニティパスや高齢者・障害者専用の
STサービスが普及し始めてはいるものの、極め
て未発達な状況にあるO 特に公共交通、主として
パス交通のサービスが無いかあったとしても 1日
に数本の地域、具体的には人口低密度地域、ある
いは過疎的な地域や中山間地域などがこれに該当
し、モピリテイの問題が深刻である。平成13年よ
りパスが規制緩和されてからは、地方自治体の公
共交通サ}ピスの責任がより重くなること、また、
スクールパス、病院送迎パスなどを含めた高齢者
のモビリティをどの様に確保するか、大きな転換
期に来ている。しかし、こうした人口低密度地域
では、現状の公共交通でカバーできない地域に対
して、将来においても地方自治体の公共交通に対
する財源が大きく増加しない限り、高齢者を含む
移動制約者の交通サービスは問題がさらに大きく
なる。これらの地域では、自営手段として移動制
約者に対して自動車による送迎を家族が中心に
行っている。
本論では、このように家族や知人などによって
自家用車を用いて送迎される自然発生的な組織化
されていない交通サービスを「自動車同乗」と定
義しておく。わが国の人口低密度地域においては、
高齢者を中心とする移動制約者の送迎サービスを
公的機関が行うべきか、個人が行うべきか、明確
な政策や判断基準がほとんどない。田中重好(弘
前大学)は「自動車同乗」は家族間において、と
くに三世代居住等の複数家族で成立しやすいと指
摘しており、今後の核家族化の進行を考えると老
夫婦や単身高齢者の多い家族形態へと移行しつつ
ある九つまり、「自動車同乗Jを支える基盤が徐々
に崩れつつあることを意味している。
また、地方自治体の公共交通政策はパス(一部
タクシーも含む)を中心とする対策が殆どである。
自治体が廃止代替パスを運営・委託やパス会社等
に何らかの形で財源を支出するなどによって高齢
者等のモピ1)ティを確保してきた。しかしこれら
は、交通計画の総合的検討は必ずしも行っている
とは限らず、極めて限定的・部分的である O 特に
地方自治体の高齢者・障害者を中心とする移動制
約者の交通対策は、殆ど政策的あるいは計画的検
討を行っておらず、流行に流される計画が横行し
ている。例えば、周到に計画した武蔵野市のコ
ミュニテイパスに他の自治体職員や市長等が触発
され真似するといった類である。コミュニテイパ
スを運行する前に、従来のパスの見直し、高齢者・
障害者交通サービスの検討等を含めた総合的な交
通計画が必要で、あることを忘れていることが多い。
地域に密着したモピリティ確保には基礎自治体の
役割がより重くなる中で、自治体職員が交通計画
の基礎を持った人を育てることが急務であろう。
わが国では英国のようにボランテイア等による
「自動車同乗」の制度が全くなく、今後どの様な政
策的な方向を求めるべきかこれからである。
本研究では、パスを中心とする路面交通サービ
ス水準が、生活に困難をもたらす程の低いレベル
の地域を対象とし、自動車同乗がどの様な役割を
果たしているかの基礎的研究として、現状の「自動
車同乗」の実態把握、並びに同乗が成立する条件
を構造的な側面から明らかにすることを目的とし
た。具体的には、第一に、「自動車同乗」の利用者
と供給者の実態を定量的に把握すること O第二に、
「自動車同乗」が成立したドライパー(供給者)と
利用者の組み合わせの形態を分類するなど構造的
な把握を行うことである。
2.研究対象と研究方法
2. 1 研究の対象
(1 )同乗の種類
「自動車同乗Jとは家族や知人などによって自家
用車を用いて送迎される自然発生的な組織化され
てない交通サービスであるが、成立する条件から、
同乗供給側、同乗利用側に分けておく O
-乗せる側(ドライパー同乗供給側
・乗せてもらう側(利用者):同乗利用側
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さらに、自動車同乗の種類は、地域や送迎対象
者から次の4つに分類できる。本研究では以下の
①高齢者・障害者の同乗、②公共交通不便地域で
発生する同乗、を対象とするが、身体障害者につ
いては割愛した。
①高齢者・障害者の同乗:家族等の送迎
②人口低密度地域の公共交通不便地域で発生
する同乗:英国のソーシャルカースキーム、
日本の家族等の送迎
③交通需要管理のための同乗:米国のパン
プール、カーブールなど
④通勤・通学の同乗:家族の鉄道駅までのキ
ス&ライド、その他
(2)研究対象地域
調査対象地域は公共交通不便地域として神奈川
県津久井郡城山町とした。城山町は鉄道は無く、
最も近い]R横浜線橋本駅からも 2km以上離れて
いる。城山町を通るパス路線は橋本ー津久井間(国
道413号)を走る路線をメインとしているが、地
域住民にとってパスは朝夕の通勤型で地域内の移
動や病院への移動には使いにくい交通手段であり
地域内の移動手段として機能しておらず、既存の
公共交通の不便地域として位置づけることができ
る。なお城山町の人口は22，869人、 65歳以上人口
は9.1%と全国14.6%に比べて高齢者率が低い(平
成9年版城山町統計書より)。
(3)調査対象者
調査対象者は乗用車の同乗が頻繁に行われてい
る、多少の移動制約はあるものの一般の乗用車が
利用可能な高齢者及びその同居世帯である。した
がって、リフトなどを必要とする重度の車いす使
用者などは割愛した。このことを前提として、老
人クラブは多少のサンプルの偏りはあるが分析に
必要な高齢者の身体特性をはじめとする様々な個
人属性が得られること、また高齢者の供給側の家
族・知人などのパターンも得られることから城山
町の老人クラブ 12団体(加入者は高齢者の約 2
割)とその家族を対象として調査を行った。
2. 2 研究方法
「自動車同乗」の実態把握とその構造を把握する
ために高齢者とその家族を対象としたアンケート
調査と生活日誌調査表を用いた調査を行った。
(1 )アンケー卜
アンケート調査の内容は大きく分けて①~⑥の
6つの内容である。④と⑤では自動車同乗利用・
供給実態と利用・供給上の意識を、⑥では自動車
同乗が社会システムとして成り立つための方法
(運賃制度化や情報交換機関の地域内の設置等)の
評価を尋ねた。
表 1 アンケート調査の主な項目
①個人属性:年齢、性別、自動車の有無、職業、世
帯構成等
②身体状況:歩行困難
⑤外出状況:外出頻度、外出目的
④自動車同乗(供給側):供給者の意識
⑤自動車同乗(利用側):利用者の意識、供給相手、
時間的制約
⑥自動車同乗のための方法:運賃制度化等の評価
(2)生活日器
荒井良雄(東京大学いもの研究ではトリップ調
査と活動日誌調査を組み合わせた併用型が用いら
れた。本研究では移動手段と同乗利用時の相手が
分かるようこの調査表を改訂し使用した(図 1)。
生活日誌の調査は城山町の老人クラブ12団体と
その家族を対象とした。しかし各団体において調
査実施日にずれが生じたため、分析上支障のない
範囲で生活日誌の日付設定を以下の二つに分け
た。
(3)同乗調査の概要
全体でサンプル数356票であった。老人クラブ
加入者である60歳以上のサンプルは281票であり
全体の78.9%を占めた(図 2)。高齢者は一般的に
65歳以上の人を指すが、本研究では老人クラブ加
入者とその家族を対象としたため、老人クラブに
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図 1 生活回総調査票
表2 アンケート調査の日時・配布等
4団体(調査第一陣)
1998年9120(日)AM 0時-21日(月)PM12時
8団体(調査第二陣)
1998年10/10(日)AM 0時-11日(月)PM12時
配布数992部配布中356部回収であり、回収率が
約35.9%であった。
加入できる年齢である60歳以上を高齢者、 60歳以
下を非高齢者として扱い、集計・分析を進めるこ
ととする。
3.同乗利用の特性分析
(1 )同乗利用・非利用の判別
同乗利用者はサンプル全体356票中 82.1%で
あった。この同乗利用者の特徴を探るため利用
者・非利用者を目的変数、基本属性を説明変数と
した数量化H類により分析を行った(図 3)。その
結果、自由車を持たない人、女性、 60歳代、 70歳
代、三世代居住以上、歩行困難がある人が自動車
同乗を利用する傾向にあることが分かった。
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?
?
???
?? ? ?
??
????
図2 本調査のサンプル
(2)世帯構成別同乗利用率
図3より世帯構成別では三世代居住以上におい
て利用する傾向が強く見られ、このことは表3に
示した高齢者のみの世帯構成別利用割合からも確
認できた。
(3)同乗の供給相手
同乗供給相手を見ると 78.4%が家族間での同乗
であり同乗が家族間でほとんど成り立っているこ
と、また年齢層が高くなるほど子どもに依存する
傾向が見られた(表4)。
(4)世帯織成別同乗供給相手
世帯構成別に同乗利用の組み合わせパターンを
分類すると世帯構成ごとに主な供給者が異なり夫
婦のみの世帯では主に配偶者に依存し三世代居住
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表4 年齢別主な同乗供給相手
雨続 配偶者 子供 Ki 
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以下 (14.3 (57.1 (0 (0 
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-49 ('1 (4.弓1 (10¥ fO、
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(0) (33.3 (33.3) (0) 
鎗計 2 72 90 10 
100¥ (12_4 1140引 (4.5】
()内は%
では子供に依存する傾向があり、子供への依存の
しやすさが同乗利用につながると考えられる。ま
た配偶者に同乗供給を頼りがちな夫婦のみの世帯
では配偶者の死亡により同乗継続に対する危険度
が高いことが分かった(図4)。
図4 世帯構成別主な同乗供給相手
(5)同乗利用の必要性の有無
同乗利用の必要性の数量化E類分析からは、高
齢者ほど同乗利用に依存し、特に「通院・リハビ
リテーシヨン・入浴サービスJを目的とした同乗
利用は必要性が高い。また行き先の途中といった
仕事 友人 近所 .戚 その他 鎗針
仲間 の人
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便乗的な同乗の必要性は低く、必要度の高い移動
の場合には送迎型の同乗利用がされることが分
かった(図 5)。
(6)まとめ
以上より①同乗のほとんどが家族問で行われて
いること、②子供への依存のしやすさが同乗利用
につながること、③高齢者は通院等を目的とした
移動を同乗に依存していること、の3点が分かっ
た。また考察として高齢者のみの世帯では同乗継
続の危険度が高いと思われる。
4.同乗供給の特性分析と利用側との比較
ここでは供給側の特性分析を行い、さらに 3.
で分析した利用側との比較を行う。
(1 )供給・非供給者の割合
自由車保有者 129名のうち同乗供給者は92.2%
とほとんどであった。高齢者の供給者については
交通事故などの不安からできるだけ同乗供給を避
けたいという意見がインタビューで多く聞かれた
が実際の供給者は多い。つまり人間関係が成立し
ていると避けたくても同乗供給するという構図が
読みとれる(表 5)。
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表5 自由車保有者の供給者の数・割合
(2)供給する相手
供給者のうち 90.4%が家族への供給であり 3.
で分析した利用側と同様に同乗のほとんどが家族
間で行われていることが分かった(表6)。
表B 年齢別主な供給相手
(3)供給回数の判別
どのような属性・条件のもと同乗供給が行われ
やすいかを探るため供給回数が多い(1カ月に10
日以上)・少ない(10日未満)を目的変数、基本属
性・同乗条件を説明変数として数量化H類分析を
行った。なお目的変数の 2群については10人を境
に2群が分かれていたことから多い・少ないと考
えられるであろう妥当な範囲と考え設定した。
その結果、高齢者にとって通院は重要な目的で
あるにも関わらず通院のための同乗供給の頻度は
少ないことが示され問題があると考えられる。ま
た供給相手では非家族が供給頻度が低い方へ強く
寄与しており非家族間の同乗の成立のしにくさが
明確に示された(図 6)。
5.同乗成立条件からみた同乗の類型化
ここでは数量化皿類により同乗の類型化を行う。
(1 )同乗利用理由の類型化
同乗利用者の利用する理由14項目に数量化E類
を施し、同乗利用理由の類型化を行った。その結
果が図7であるが、横車自を同乗意識軸(気兼ねの
程度)、縦軸を移動の必要度軸と捉え、当然型(移
動の必要度に左右されず気兼ねも低いタイプ)、便
乗型(移動の必要度は低く相手の外出に応じて便
乗するタイプ)、調整型(移動の必要度が高く供給
者と自分の都合を調整して同乗するタイプ)の3
つに分類できた。当然型は家族間の同乗のみで成
り立つタイプである(図8)。調整型は移動の必要
性が高く同乗利用を必要としているタイプだが供
給者の都合に左右されやすい。また便乗型は重要
な用事には成り立ちにくく非家族の同乗は大半が
このタイプであるO また家族以外は同乗利用時の
気兼ねの程度が高いことや供給者の気軽さの面で
も弱いなど気持ちの面の障害がある。
(2)同乗供給理由の類型化
同乗供給者の供給理由17項目に数量化E類を施
し供給理由の類型化を行った。その結果が図9で
あるが横軸を同乗供給意識軸(供給の気軽さ)、縦
軸を積極的理由・消極的理由を表す軸と捉え、当
然型(供給の気軽さが強いタイプ)、消極型(消極
的なタイプ)、ドライ型(気軽さが弱いがお札がも
らえるから供給するといったタイプ)、献身型(3 
つのタイプ以外)の4つのタイプに分類すること
ができた。家族は当然型を中心に分布し、家族以
外は献身型を中心に分布しており家族間同乗に比
べ非家族聞は供給者主体の同乗といえる(図10)。
(3)利用側・供給側の空間的一致性
実態把握から空間的一致性において空間的一致、
近い、不一致の3タイプに分類した(表7)0 80.6 
%が空間的に一致している同乗であるが目的別に
みると「通院・リハビリテーション・入浴サービ
ス」を目的とした同乗は空間的一致である割合が
他に比べ低く、利用者主体の便乗型では成り立ち
にくく非家族間では成り立ちにくい。これより家
族同乗のできない世帯では問題であることが分か
る(図 11)0
(4)生活日誌
以上までで利用者を 3タイプ、供給者を 4タイ
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図13
プ、そして行き先の一致性で 3タイプに類型化し
た。つぎに同乗利用者の分類を中心に同乗の実態
を生活日誌調査から示すことにより類型化の裏付
けとする。なお調査の性質上ここで示すのは家族
同乗のみのデータである。
①利用者が当然型の同乗(図 12)
一日のうちに 4トリップ同乗が行われているが、
畑仕事を目的とした外出であり利用者、供給者と
もに目的が一致(空間的一致)した同乗利用であ
る。なお供給者も当然型であった。
②利用者が便乗型の同乗(図 13)
供給者の外出に便乗し利用者も買い物に出かけ
ている点から便乗型といえるO 両者とも空間的一
致であり便乗しやすい同乗である。なお供給者は
献身型であった。
③利用者が調整型の同乗(図 14)
供給者に時間の余裕ができる午後に同乗時間を
調整して利用者が同乗利用している O その点から
調整型の同乗といえる。なお供給者は当然型で
あった。
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6.結論と考察
8. 1 結論
結論として以下の 5つが得られた。
①同乗利用者の特性分析からは同乗のほとんどが
家族間(約8割)で行われており、供給者を子供
に依存することから三世代居住において成り立ち
やすいことが確認できた(第 3章)。
②供給者の特性分析からも同乗の多くが家族間で行
われていること。また高齢者が必要とする通院目的
の同乗供給の頻度が低いことが分かった(第4章)。
③以上の結果を世帯構成と主な供給者、同乗利用
の必要性や成立しやすさから、図15の概念図に示
した同乗パターンにまとめることができた。
④同乗の類型化と利用者・供給者のマッチングから
は家族以外の同乗が空間的一致における便乗型とい
う必要性の低い移動でしか存在しないことと気持ち
の面での抵抗感が高いことが分かった(第5章)。
⑤以上から空間的一致を図16の概念図でまとめる
??
?【???
?
図14 利用者が調盤型の同乗例
図15 世帯構成宮IJ同乗パターン概念図
利用者の 問震の
図16 空間的一致性からみた同乗の概念図
184 総合都市研究第 69号 1999
ことができた。また、家族などつながりが強い場
合は空間的不一致の傾向があり、近所の人や友人
などつながりが弱い場合に空間的一致の傾向があ
ることも示すことができた。
6. 2 考察
東京近郊の通勤圏で多少人間関係が希薄な居住
もあるが、旧集落の居住者も多い地域であり人間
関係も存在する地域である O このような地域でも
家族的同乗が極めて多いことが確認されたことは、
将来核家族化の進行により、とりもなおさず同乗
が将来的に公的交通サービスへ移らざるを得ない
状況があることを示している。このように家族以
外の同乗利用の困難さが明示され、また核家族化
により同乗成立が困難になることと高齢者どうし
の同乗利用継続の危険性などが分かった。このこ
とから、やはり自動車同乗は家族内だけで成立す
るだけでなく地域レベルの非家族問サーピスとし
て供給しなければならないということが確認でき
た。また地域レベルの非家族問サービス化したと
きに気持ちの面で気兼ねを感じなくても利用でき
ること、そして利用者の移動の自由度を上げるこ
とが必要である。つまりモビリティ確保の制度的
保障が改めて重要であることが確認できた。例え
ば高齢者・障害者を中心とする送迎サービスであ
るダイアル・ア・ライド、パラトランジット、ハ
ンデイキャブなどのシステムを運行することが求
められる。
これらをふまえわが国の今後の福祉社会におい
て、交通システムのーっとして地域レベルの非家
族間サービス化された同乗の確立が急がれたい0
6. 3 今後の課題
自動車同乗の地域レベルの非家族間サ}ピス化
の必要性が高いことが示され、次のステップとし
て以下の研究が必要である。
①同乗ニーズの推計:わが国においてどの程度の
ニーズがあるかがわかっていないので、これを示
すことで行政側の対応が明確になること。
②福祉予算と一体としたモピリティ確保の政策の
検討が必要である O
③政策面の検討:実現する場合の制度的なフイジ
ピリテイスタデイが必要である。
④他手段の可能性:小型電気自動車など高齢者の
モピリティ確保の研究が現在進んでいるが、そう
いった様々なパーソナルな交通手段の普及も合わ
せて考える必要がある。
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A Study on Co-ride Personal Car for the Elderly in the Transportation Poor Area 
Mitsuhiro Fujita*， Tetsuo Akiyama*事 andHideo Yamazaki*** 
事YachiyoEngineering 
**Graduate School of Engineering， Tokyo Metropolitan University 
'**Graduate School of Science， Tokyo Metropolitan University 
Comprehensive Urban 5tudies， No.69， 1999， pp.171-185 
Co-ride Personal Car is defined as the unorganized transportation service offered spontane-
ously by family or acquaintance. Securing the mobility of the elderly， who live in the sparse 
populated area with poor transit service， depend entirely upon this Co-ride Personal Car. It is 
means that they have been in the unstable conditions where their going-out action is controlled 
by driver' s reasons. 
We have not Co-ride Personal Car system by volunteers in ]apan， as seen in the England. 
Now we ought to decide our future political direction. The purpose of this study is to grasp the 
actual condition and its structure of Co-ride Personal Car， by the questionnaire done for the 
elderly using and their family. 
The result is as follows. 1) Eighty percents of Co-ride Personal Car is done by family， espe-
cially their children in many cases. 2) From the point of relationship between the driver and the 
user， the condition of driver and user can be classified into three types: depending upon driver' s 
trip， depending upon user' s trip and negotiate between driver and user' s trip. In case that 
family ties are strong， the destination of their family tends to be different from the one of the 
elderly， as seen in depending upon user' s trip and negotiate between driver and user' s trip. But 
in the case of acquaintance， the destination tends to be consistent with the elderly， as seen in 
depending upon driver' s trip. 
From the above it was made clear that Co-ride Personal Car is quite unstable from supply 
mobility for the elderly， because it is restricted by both time and space， strongly depending 
upon family. In addition to Co-ride Personal Car， supplementary system such as new transport 
service will be needed in the future. 
